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第１章 エレクトロニクス・ＩＴ産業の現状と課題

◆過去の苦戦の原因は①標準・ブラックボックス戦略の欠如、②過小投資問題（大胆投資への躊躇）、③内向き志向（過剰品質な製品、ビジネスモデル改革の遅れ）

◆エレクトロニクス・ＩＴ産業は多くの雇用を支える我が国の基幹産業だが、エレクトロニクスでは中国・韓国勢の猛追を受け、ＩＴソリューションでは米国勢の独壇場。

（出所）経済産業省「工業統計調査（2009年2月）」

製造品出荷額等
（全製造業）337兆円

エレクトロニクス 13%
45兆円

自動車 17%

従業員数
（全製造業）852万人

エレクトロニクス 12%
106万人

自動車 11%

（出所）経済産業省「特定サービス産業実態調査」
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日本
93%

中国
3%

韓国
1%

2000年
（市場規模：3,000億円）

2008年
（市場規模：1兆円）

誰もが使わざるを得ないＩＴサービス基盤は

米国勢の独壇場

パソコンなどの最終製品のみならず部材でも

市場拡大の中で中国・韓国勢から猛追
エレクトロニクス・ＩＴ産業は多くの雇用を支える我が国の基幹産業

エレクトロニクス産業の出荷額(45兆円）、従業員数（108万人） ＩＴソリューション産業の売上高(17兆円）、従業員数(86万人）

①標準・ブラックボックス戦略の欠如 ②過小投資問題 ③内向き志向

Ⅰ．情報経済革新戦略の鳥瞰図① （第１章 エレクトロニクス・ＩＴ産業の現状と課題）

諸外国企業は「ブラックボックス」と「オープン」を合わせた

標準化戦略を駆使し、競争優位を構築

日本企業は景気が悪いと投資を抑制する傾向が顕著

（海外勢は積極投資を継続、景気後退期に明暗が分かれる構図）

①標準・ブラックボックス戦略の欠如 ②過小投資問題 ③内向き志向

各国・各地域向けに最適化された製品で
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出所：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング

市況が落ち込んだときにサムソンはシェアを大きく拡大

サムスンは市況が落ち込んだときにも積極的な設備投資。
日本は「業績が悪くなると利益確保のために設備投資を抑制」

※日本５社：東芝、NEC、富士通、パナソニック、ソニー
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既存のITシステム クラウドコンピューティング

◆近年、情報通信インフラコストが激的に低減。クラウド・コンピューティングがこの潮流が一層加速化しており、従来は考えられなかったビジネスモデルが現実に。
◆新興国市場を中心に海外市場の成長は我が国市場と比べて大きなものとなることは不可避。
◆エレクトロニクス・ＩＴの持つ創造と革新の力は、気候変動問題や医療・介護問題など、世界の抱える課題の解決に大きく貢献することで、市場を拡大。

産業全体や社会の抱える課題（第２章）、解決策検討の視座（第３章）
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世界の抱える課題の例

解決策検討の視座（第３章）

産業全体や社会の抱える課題（第２章）

◆世界のIT支出はＧＤＰ比約3％水準

◆日本のＩＴ支出はＧＤＰ比約１％水準

◆日本の労働生産性はＧ８中最下位

（OECD30カ国中第20位）

我が国の労働生産性は先進国中でも最低水準。

ＩＴを積極活用している諸外国と比べ、我が国ではＩＴ投資の質も量も不足していることが課題。
気候変動問題 交通問題 医療問題 水問題

過去 現在

Ⅰ．情報経済革新戦略の鳥瞰図② （第２章 産業全体や社会の抱える課題、第３章 解決策検討の視座）
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（出所）国際貿易投資研究所 「国際比較統計データベース」

ＤＩ「ＩＴ産業の社会インフラ分野への国際展開調査（ＪＩＰＤＥＣ委託）」

◆世界のエレクトロニクス・ＩＴ産業において競争力を有する主体は３つ。
◆翻って、日本の精緻なものづくり技術や高信頼な社会システムを制御するシステム技術、アニメ等のクールジャパンなどの強みは健在。

①「コモディティ化圧力をかわす対応」：インテル、シスコ、IBM
オープンクローズを見極めの上、クローズにするべき自社技術/ノウハウをブラックボックス化
した上で、インターフェースをオープン化し、国際標準を獲得、あるいは高付加価値化した者

②「ボリュームゾーンの覇者」：サムスン、デル、ヒューレットパッカード
グローバルに効率的な調達・販売網を構築し、ボリュームゾーンを抑えることができた者

③「薄い付加価値でも規模で勝負」：グーグル、アマゾン
百万台を越えるサーバからなる世界大のコンピューティング・パワーにより、
誰もが使わざるを得ないサービス基盤（プラットフォーム）として規模の利益を獲得可能な者

○日本の強み：「リアルな製品群と社会システム、そしてコンテンツ」

・信頼性の高いものづくり（擦り合わせ、アナログ領域：蓄電池、太陽電池）

・信頼性の高いインフラ・社会システム（電力、通信、新幹線等）、

・高感度な顧客・マーケットが育てたクールジャパン（アニメ等コンテンツ）

・高信頼なシステムから蓄積された膨大な情報（スイカ、ＮＴＴ、電力、金融等）の潜在的利用可能性

○日本の弱み：「デジタルとバーチャルなネットワーク」

国際的視点の欠如（内向き）、ビジネスモデル、標準・ブラックボックス戦略の欠如、スピード感の欠如等

世界のエレクトロニクス・ＩＴ産業において競争力を有する主体 日本の強み・弱み

情報通信インフラコストは
1985年の100万分の1以下に

５億円(1964) ５万円(2010)

ＩＰ電話アナログ電話
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スマートハウス（家電、太陽光、LED等）

映画、テレビ
音楽配信

電子書籍
配信

「グローカライゼーション」による
ボリュームゾーン戦略

ブログ カーナビ

鉄道

水

医療・介護 農業

課題解決型社会システムの
海外展開

産業（1.5、2.5、3.5次産業化）、
社会システムの高次化

小売 物流

電子政府

日本が強みとするコンテンツ
の海外展開支援

◆産業の高次化(1.5、2.5、3.5次産業化）
・ＩＴ経営の推進
・組込みソフトウェアの標準化・信頼性向上
・製造・物流、医療・介護、農業等の分野
におけるﾃﾞｰﾀ形式・取扱ﾙｰﾙの標準化 等

◆社会システムの高次化
・国民主導の電子行政の推進
・ＩＴＳによる交通の革新 等

◆官民一体となった海外展開支援
・ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨの推進
・制御ｼｽﾃﾑ等の技術開発・実証
・ﾘｽｸﾌｧｲﾅﾝｽの供給（ＪＢＩＣ、ＮＥＸＩ等）
・海外展開に係る体制整備、ﾄｯﾌﾟ外交 等

・パーソナルヘルスケア

・見守りサービス

・経験知を

データ化

アニメ 映画・ドラマ 観光情報

道路地図音楽 マンガ

本

日記

世界最先端の省エネ・環境技術を
活かしたものづくり

蓄電池 ＬＥＤ照明 半導体

◆裾野産業まで含めた国内ものづくり基盤強化
のためのグリーンＩＴ技術開発、低炭素型雇用
創出産業の国内立地支援

交通

コンテンツを活かしたものづくり・
サービス（3.5次産業化）

◆ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ確立に向けた制度・環境整備
・多元的権利処理ｼｽﾃﾑの実証

・国際ｺﾝﾃﾝﾂﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（ｺﾌｪｽﾀ）等の活用

・ｺﾝﾃﾝﾂ海外展開ﾌｧﾝﾄﾞ（仮称）の創設 等

◆「グローバルプレイヤー」の育成、諸外国との
イコールフッティングな事業環境整備
・法人実効税率の国際的水準を目指した引下げ
・ＦＴＡ、産業革新機構を活用した業界再編の推進
・企業の設備投資等に対する支援 等

Ⅰ．情報経済革新戦略の鳥瞰図③ （第４章・５章・６章 具体的な解決策）

スマートグリッド

「ブラックボックス」と「オープン」
を合わせた標準化戦略

小売 物流

通信インフラ （ＮＧＮ、ＩＰ－ＶＰＮ、インターネット）

クラウドコンピューティング
の安全・安心な普及を通じた
便利で豊かな将来の実現

◆コモディティ化に抗するための制御技術の
ブラックボックス化と市場が自律的に拡大
する基盤を構築するためのオープン化
・国際標準化を見据えた技術開発 等

・ＥＤＩ・ﾄﾚｰｻﾋﾞﾘﾃｨ

・プッシュ型広告

（電子ﾏﾈｰの活用等）

・ＩＴＳを使った物流

ルーティング

ＰＣ スマートフォン ゲーム機

車載端末家電 デジタルサイネージ

安全・安心

環境負荷低減

◆イノベーションの促進：大量データを利活用した新サービス・新産業を創出

◆制度整備：「データ」を外部へ／利活用可能に

・プライバシーに配慮したデータ利活用・流通ルール整備・国際協調、データ外部保存促進のための規制緩和

◆基盤整備：高信頼性、低環境負荷を武器にイノベーションを支えるプラットフォームを確立
・データセンタの国内立地促進（立地支援制度の創設等）、技術開発・標準化の推進、クラウド時代のユーザ・ベンダの人材育成 等

テレワーク

スマートコミュニティの構築に必要な情報
（ＧＰＳ/センサー情報、行動履歴 等）

膨大に蓄積する情報

産学官連携によるグローバル・クラウド時代の人材育成：エレクトロニクス技術開発・標準化拠点整備、高度ＩＴ人材の育成（情報処理技術者試験、スキル標準の活用）等
4

Ⅱ．「情報経済革新戦略」政策展開状況
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（電子ﾏﾈｰの活用等）

・ＩＴＳを使った物流

ルーティング

ＰＣ スマートフォン ゲーム機

車載端末家電 デジタルサイネージ

安全・安心

環境負荷低減

◆イノベーションの促進：大量データを利活用した新サービス・新産業を創出

◆制度整備：「データ」を外部へ／利活用可能に

・プライバシーに配慮したデータ利活用・流通ルール整備・国際協調、データ外部保存促進のための規制緩和

◆基盤整備：高信頼性、低環境負荷を武器にイノベーションを支えるプラットフォームを確立
・データセンタの国内立地促進（立地支援制度の創設等）、技術開発・標準化の推進、クラウド時代のユーザ・ベンダの人材育成 等

テレワーク

スマートコミュニティの構築に必要な情報
（ＧＰＳ/センサー情報、行動履歴 等）

膨大に蓄積する情報

産学官連携によるグローバル・クラウド時代の人材育成：エレクトロニクス技術開発・標準化拠点整備、高度ＩＴ人材の育成（情報処理技術者試験、スキル標準の活用）等
6

冷蔵庫エアコン

テレビ

エコポイント申請

消

費
CO2削
減

家電販売店 エコポイント事務局
保証書
領収書

等

郵送/
ＰＣ

21年７月～

＜交換商品のメニュー＞

①全国で使える商品券・プリペイドカード

（提供事業者が環境寄付を行うなど環境配慮型※のもの）

※公共交通機関利用カードを含む。

Ⅱー（１）．【重点分野】家電エコポイント

�①経済活性化②地デジテレビの普及③温暖化対策を目的に、省エネラベル４☆以上の地デジテレ
ビ・エアコン・冷蔵庫の購入者にエコポイントを発行する仕組みをH21.5月に開始（購入期限は
H23.3月末まで）。

�総計約６，９３０億円の予算を措置。

�これまで、約４，４００万件、約６，３００億点のポイントを発行。（H23.4月末時点）

（注）家電エコポイントについては、「情報経済革新戦略」策定に先行して開始。取組状況

0

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

35,000 

２０年度 ２１年度 ２２年度

ＴＶ、エアコン、冷蔵庫の国内出荷額（億円）

冷蔵庫

エアコン

TV

本事業の経済効果（H21.5月～H23.3月）

省エネ家電
の購入・買換

テレビ
エコポイント
交換商品者

減

原資請求

国
原資提供

基金
一般社団法人環境パートナーシップ会議 原資提供

21年７月～

②地域振興に資するもの（地域商品券、地域産品）

③省エネ・環境配慮に優れた商品

④環境団体への寄附

家電エコポイント制度は、対象家電３品目の販売を押し上げると
ともに、省エネ性能の高い製品への買い換えに大きく貢献。

○家電３品目について、約２兆６，０００億円の販売押し上げ。
○予算額の約７倍に及ぶ経済波及効果（約５兆円）の呼び水。
○本経済効果により、のべ約３２万人の雇用を維持・創出。

7

+15%
+20%

(出典：各工業会出荷統計）

※各工業会出荷統計を元に、エコポイント導入前の業界予測値からの増加分を本事業の効果として、経済産業省試算。
※経済波及効果については、Ｈ２０年延長産業連関表（経済産業省）を用いて算出。



経済効果

Ⅱ－（２）． 【重点分野】低炭素関連産業の国内立地の推進事業

H21年度

今後期待される効果

�リチウムイオン電池やＬＥＤ照明等、低炭素関連産業の国内立地を積極的に支援
するため、H21年度二次補正・H22年度予備費により新たな補助事業を創設済。

�H23年度は、低炭素製品のうち、世界最先端の高いＣＯ２削減効果を持つ製品につ
いて、生産技術を確立するため必要となる「１号ライン」を対象とする７１億円
を予算計上。

○(株)リチウムエナジージャパン
・電気自動車用のリチウムイオン電池など
を主として生産、この分野では技術面で世界トップ。

主な採択事業低炭素関連産業の
国内立地の推進事業

取組状況

○補助額の約５倍に及ぶ
設備投資（約６，７００億円）の
呼び水。

○すそ野産業に対し、
毎年約2.2兆円の需要創出。

○すそ野産業も含めて
約１１万２千人の雇用創出。

○最低４年間以上の

安定的な雇用維持。

雇用創出効果

○申請数：７５件
（うち、中小企業３６件）

○採択数：４２件
（うち、中小企業１２件）

H22年度
（１，１００億円）

○申請数：２８５件
（うち、中小企業１０２件）

○採択数：１５３件
（うち、中小企業４１件）

H21年度
（２９７億円）
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を主として生産、この分野では技術面で世界トップ。

・今回の補助金を機に、自動車用、産業用などの分野での急成長
を先取りして、第二期工事の前倒しを決定。

○ソニーセミコンダクタ九州(株)
・携帯電話をはじめ、自動車などあらゆる

機器にカメラが搭載されるようになり、イメージセンサへの需要が急
速に高まる中、韓国や台湾メーカーも投資を加速。

・需要の伸びに対応するため、一時は海外への生産委託なども検
討していたが、今回の補助金を活用して、国内での投資を決断。

○田中化学研究所
・従業員１５０名程度の中小企業

・リチウムイオン電池の正極材料で、高い技術を持っており、海外
からも誘致されていたが、本補助事業を契機に、追加の設備投資
を前倒しで実施。

○ユミコアジャパン
・ベルギーに本社を置くリチウムイオン電池の
正極材料で世界２位の会社。これまでは韓国の工場で生産し、
日本に輸出していたが、今回、日本の生産拠点を立地。
Ｒ＆Ｄ拠点についても、神戸に立地する予定。

Ⅱ－（３）－１． 【重点分野】スマートコミュニティの国内実証（国内４地域実証、国際標準化等） 9/41

�国内４地域において大規模な実証事業を推進中（H22年度～H26年度）。
・地域エネルギーマネジメントシステムや蓄電池の技術開発を国内４地域において本格
展開（H23年度予算：約１５０億円）

�あわせて、重要技術の国際標準化を目指しデータを収集中。

○エネルギー使用の見える化や家電等の制御、デマン
ドレスポンス、スマートハウス等の項目についての実

エネルギーマネジメントシステムの構築 国際標準化の推進

○地域エネルギーマネジメントシステムや蓄電池等
について共通仕様を作成した上で、 ４地域での実

取組状況

神奈川県神奈川県 横浜市横浜市

2014年までに
CO2▲２４％（05年比）

愛知県愛知県 豊田市豊田市

2014年までに
CO2▲３０％（05年比）

福岡県福岡県 北九州市北九州市

2014年までに
CO2▲２５％（05年比）

※CO2削減目標は、事業の対象となる需要家ベースの数値

京都府京都府 けいはんなけいはんな学研都市学研都市

２０１４年までのCO２排出量
家庭▲20％、交通▲30％（05年比）

ドレスポンス、スマートハウス等の項目についての実
証実験を開始。

について共通仕様を作成した上で、 ４地域での実
証実験等を通じて関連データを収集。

サービスサービス
提供者提供者

地域エネル地域エネル
ギーマネーギーマネー
ジメントシジメントシ
ステムステム

ゲートゲート
ウェイウェイ 機 器

共通ＩＦ共通ＩＦ
ａ

共通ＩＦ共通ＩＦ
ｂ

共通ＩＦ共通ＩＦ
ｃ
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○H22年度に基礎的ＦＳを終了
○今後は詳細ＦＳや技術実証等を推進

アジアでのスマートコミュニティＦＳ展開 東欧・中東におけるＦＳ展開

○ H23.1月の「日・ブルガリア首脳会談」、「経済大臣
会談」において、両国の協力推進を確認

○ブルガリアを橋頭堡に東欧全体に展開

東アジア スマートコミュニティ・イニシアティブ

○昨年の「日ＡＳＥＡＮ首脳会議」において菅
総理から提案、議長声明に盛り込み

取組状況

� 「トップ外交」及び「官民ミッション派遣」により、日本企業を中心としたコンソーシアムに
よるプロジェクトを官民共同で推進中。

�各国における「事業可能性調査（ＦＳ）」や「ＳＰＣ（特別目的会社）創設及びＥＰＣ・初期
稼働時のリスクマネー供給」を通して、異なる技術・デバイスをシステムとして組合せて
ビジネスを行う中核企業（インテグレータ）の創出に取り組んでいるところ。

Ⅱ－（３）－２． 【重点分野】スマートコミュニティの海外展開

10

事業初期のリスクマネー供給から中核的企業創出へ

欧州におけるスマートコミュニティ展開

○H22.11月に欧州（独、ＥＵ本部、仏）に官民ミッ
ションを派遣し、共同プロジェクトの可能性を
議論

○ＳＰＣ創設及びＥＰＣ・初期稼働時のリスクマネー
を出資（H23年度：４００億円）

○ブルガリアを橋頭堡に東欧全体に展開○今後は各国に官民ミッションを派遣し、案
件を具体化

貨物専用鉄道の路線

【内容】 新規工業団地における
グランドデザイン構築

【場所】 ハリアナ
【事業者】 東芝・三井物産

コンソーシアム

【内容】 上中下水道等のスマート
な水処理システムを
中核とした都市開発

【場所】 シェンドラ
【事業者】 日揮コンソーシアム

【内容】 高効率火力発電、
太陽光、スマート都市
交通システム（ＥＶバス）
による都市開発

【場所】 サナンド、チャンゴダル
【事業者】 三菱重工業

コンソーシアム

【内容】 日系工業団地における
熱・電力・水の安定供給

【場所】 ニムラナ
【事業者】 住友商事・日立

コンソーシアム
デリー

【内容】 既存の工業団地に
おける工業用水処理を
含めた複合マイクロ
グリッド（電力・熱）、
物流システム構築

【場所】 マネサール
【事業者】 東芝コンソーシアム

コルカタ

【新規】【新規】

ハリアナ州

マハラシュトラ州

ラジャスタン州

グジャラート州

【内容】 海水淡水化による工業
団地への水供給・太陽光
発電によるマイクロ
グリッド構築

【場所】 ダヘジ
【事業者】日立コンソーシアム

ムンバイ

詳細調査（第二段階）

詳細調査（第二段階）

詳細調査（第二段階）

詳細調査（第二段階）

中国シンガポール

インドネシア

【内容】 環境モニタリング・ＩＴソリュー

ションシステム展開
【場所】 ハノイ、ホーチミン他
【事業者】 富士電機

【内容】 都市型スマート交通システム

グローバル展開
（ＥＶ・ＥＶバス・充電システム）

【場所】 シンガポール他
【事業者】 三菱商事コンソーシアム

【内容】 スマートハウス情報通信システム
展開

【場所】 北京・大連・上海・深圳等

【事業者】 パナソニック

【内容】 スマート完成車物流システム展開

【場所】 上海
【事業者】 日本郵船コンソーシアム

※日系自動車会社も協力

【内容】 天津スマートコミュニティ開発

【場所】 天津経済技術開発区（TEDA）
【事業者】 東芝コンソーシアム

【内容】 広州スマートコミュニティ開発
【場所】 広州ナレッジシティ
【事業者】 日立

（現地政府、シンガポール企業）

ベトナム

【内容】 島嶼国型スマートコミュニティ

開発（太陽光発電＋蓄電池）
【場所】 インドネシア他
【事業者】 明電舎コンソーシアム

ブルガリア

【内容】 大規模再生可能エネルギー
導入型スマートコミュニティ開発
（メガソーラー・風力＋スマート
グリッド）

【場所】ブルガリア、チェコ等の東欧各国
【事業者】 東芝

ＵＡＥ

【内容】 ＵＡＥマスダール環境都市に
おけるＥＶ及びＥＶシステム展開

【場所】 ＵＡＥマスダール他、
中東・北アフリカ地域

【事業者】 三菱重工

�法人実効税率の５％引下げを盛り
込んだ税制改正法案を今国会に提
出（成立した「つなぎ法案」には
盛り込まれず）。

�「包括的経済連携に関する基本方
針」を閣議決定（H22.11月）。

政策提言 取組状況

「グローバルプレイヤー」の育成、諸外国
とのイコールフッティングな事業環境整備

�法人実効税率の国際的水準を目指した引下げ
�ＦＴＡ、産業革新機構を活用した業界再編の推進
�企業の設備投資等に対する支援

各フェーズにおける「グローバルプレイヤー」育成・支援策

Ⅱ－（４）．「グローカライゼーション」によるボリュームゾーン戦略

ーインドとの経済連携協定に署名
（H23.2月）。

ーペルーとの経済連携協定に合意
（H22.11月）。

�産業再編・事業再編を促進する「
産活法改正法案」を本通常国会へ
提出済み。
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裾野産業まで含めた国内ものづくり基盤
強化のためのグリーンＩＴ技術開発

革新的技術開発の推進

家庭分野
コントロールセンター

バッテリーコンテナ

風車

GPS

ITS

ITS

太陽光

電気バス

交通分野

イ ン タ ー ネット 経由

S t e p２

・ 治 療 計 画 を提 示する こと で、非専門 医であって もガ

S t e p３

適 切 な タ イミ ン グで情 報を 提 供すると ，患 者の知 識が増 加し ，

生 活 習 慣 改 善が可 能となる（ 情報 薬）

新 規新 規

情 報 薬 調合 エンジン

新 規新 規

改 良改 良

イ ン タ ー ネット 経由

治 療 計 画書 ：Ｐ Ｃ 画 面 イメージ

� 本 日 の 診 療 項目は ・・ ・ ・です 。 ・ ・ ・ ・ に つ い て

確 認 し て く ださ い。 【 治 療 計 画 立 案】

� 血 液 検 査 の 結果は ・・ ・ です。

【 検 査 セ ン ターより収 集、 経年 分表示 】

� ○ 月 ○ 日 に 受診予 定日の ご連絡を しま した。

【 疾 病 管 理 業 者・ コ ールセン タ ーから の 情報 】

イ ン タ ー ネット 経由

イ ン タ ー ネット 経由

イ ン タ ー ネッ ト 経由

患者

かかりつけ医

疾病管理事業者

疾病管理事業者

検査センター

体 重

血 圧

血 糖

行 動

生 化 学 検 査 結果

治 療 計 画

イ ン タ ー ネット 経由

情 報 薬 処 方 箋

生 活 習 慣 改 善情報 薬

情 報 薬 ： 携帯電 話 イ メー ジ

� ■ 電 車 に の り ました ね。 一駅手 前で降 り

て 歩 き ま せ んか ？

【 行 動 解 析 結 果による 改善情 報 】

� ○ 月 ○ 日 に △△病 院で検査 した結果 を

お 伝 え し ます。H b A1 c が ・ ・ ・ ・ で す。

【検 査 結 果 通 知】

� 最 近 手 足 の 痺れを 感 じ ること はあ りまし

た か ？【 合 併 症 早 期 発見】

検 査 結 果 通 知

合 併 症 早 期 発見

通 院 中 断 防 止

イ ン タ ー ネット 経由イ ン タ ー ネット 経由

S t e p２

・ 治 療 計 画 を提 示する こと で、非専門 医であって もガ

S t e p３

適 切 な タ イミ ン グで情 報を 提 供すると ，患 者の知 識が増 加し ，

生 活 習 慣 改 善が可 能となる（ 情報 薬）

新 規新 規新 規新 規新 規新 規

情 報 薬 調合 エンジン

新 規新 規新 規新 規

改 良改 良改 良改 良改 良改 良

イ ン タ ー ネット 経由

治 療 計 画書 ：Ｐ Ｃ 画 面 イメージ

� 本 日 の 診 療 項目は ・・ ・ ・です 。 ・ ・ ・ ・ に つ い て

確 認 し て く ださ い。 【 治 療 計 画 立 案】

� 血 液 検 査 の 結果は ・・ ・ です。

【 検 査 セ ン ターより収 集、 経年 分表示 】

� ○ 月 ○ 日 に 受診予 定日の ご連絡を しま した。

【 疾 病 管 理 業 者・ コ ールセン タ ーから の 情報 】

イ ン タ ー ネット 経由イ ン タ ー ネット 経由

イ ン タ ー ネット 経由イ ン タ ー ネット 経由

イ ン タ ー ネッ ト 経由イ ン タ ー ネッ ト 経由

患者

かかりつけ医

疾病管理事業者

疾病管理事業者

検査センター

体 重

血 圧

血 糖

行 動

生 化 学 検 査 結果

治 療 計 画

イ ン タ ー ネット 経由イ ン タ ー ネット 経由

情 報 薬 処 方 箋

生 活 習 慣 改 善情報 薬

情 報 薬 ： 携帯電 話 イ メー ジ

� ■ 電 車 に の り ました ね。 一駅手 前で降 り

て 歩 き ま せ んか ？

【 行 動 解 析 結 果による 改善情 報 】

� ○ 月 ○ 日 に △△病 院で検査 した結果 を

お 伝 え し ます。H b A1 c が ・ ・ ・ ・ で す。

【検 査 結 果 通 知】

� 最 近 手 足 の 痺れを 感 じ ること はあ りまし

た か ？【 合 併 症 早 期 発見】

検 査 結 果 通 知

合 併 症 早 期 発見

通 院 中 断 防 止医療分野エネルギー分野

�省エネルギーや安全なＩＴ利用環境
実現のため、クラウドコンピューティ
ングなど基盤となる技術開発を推進
中。

�H23年度も95.4億円を予算計上。

Ⅱ－（５）．世界最先端の省エネ・環境技術を活かしたものづくり

政策提言 取組状況
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国際標準化
安全

省エネルギー

高信頼

高度な機能の実現

小型軽量

低コスト

ネットワーク・ストレージ

○ブロードバンド無線
10年後に 1Gbps

○センサーネットワーク
1ゾーンあたり 1万ノード

○高速不揮発メモリ
大容量・高速・長寿命

ディスプレイ・インタフェイス

○次世代ディスプレイ
有機ＥＬ、電子ペーパー

○３D 映像等の映像技術

○音声認識・画像認識
話し言葉、画像診断・
分子イメージング等

デバイス技術

○超低消費電力半導体
10年後に集積度 8倍
、消費電力 1／ 3

○パワーデバイス
10年後にパワー密度
３倍以上

○リチウムイオン電池、 LED
の大容量化・長寿命化 等

ソフトウエア技術

○検索・マイニング技術
蓄積情報量 １００兆件
（Webページ換算）

○セキュリティ技術

○組込ソフトウエアの高信頼
化

クラウド・
コンピューティング

組込システム

要素技術開発

システム技術開発

システム実証・普及支援

ITS

EV

バッテリー交換ステーション

電気バス

・ 治 療 計 画 を提 示する こと で、非専門 医であって もガ

イ ドラ イ ン に 準拠した 治療が 行える。

・ 患 者 の 自 覚 症状を 診 察日以 外に聞 き取ること で 、

合 併 症 の 状 態把握 が可能 となり 、 早期発 見・ 早期治

療 が 可 能 となる 。

S t e p 1

無 線 通 信 機 能付きセ ンサー・ セ ン サ 情 報収 集基盤 は 、

医 療 現 場 に おける医 師・ 患者双 方の実 運用に 耐えうる 。

治 療 計 画立 案エン ジン

・ 治 療 計 画 案

・ 治 療 実 績 管理

セ ン サ 情報に 基づく

行 動 解 析基 盤技術

・ 治 療 計 画 を提 示する こと で、非専門 医であって もガ

イ ドラ イ ン に 準拠した 治療が 行える。

・ 患 者 の 自 覚 症状を 診 察日以 外に聞 き取ること で 、

合 併 症 の 状 態把握 が可能 となり 、 早期発 見・ 早期治

療 が 可 能 となる 。

S t e p 1

無 線 通 信 機 能付きセ ンサー・ セ ン サ 情 報収 集基盤 は 、

医 療 現 場 に おける医 師・ 患者双 方の実 運用に 耐えうる 。

治 療 計 画立 案エン ジン

・ 治 療 計 画 案

・ 治 療 実 績 管理

治 療 計 画立 案エン ジン

・ 治 療 計 画 案

・ 治 療 実 績 管理

セ ン サ 情報に 基づく

行 動 解 析基 盤技術

セ ン サ 情報に 基づく

行 動 解 析基 盤技術

○プリンテッド・エレクトロニクス

○半導体微細化技術

必要な時だけ電源をオンとし、
それ以外の通常時はオフとす
る技術の開発を目指す。

（H23年度予算額12.0億円）

ＣＰＵの消費電力→１０分の１程度
パソコン全体の消費電力→４分の１程度

CPU処理

電力消費
（成果活用前）

時間

時間

時間

電力消費
（成果活用後）

処理中

電力消費量激減 ※必要なときだけ電力を消費

不使用状態使用状態
不使用
状態使用状態 使用状態

待機中

電源ON 電源OFF

（CPU動作）

例：ノーマリーオフコンピューティングの開発

（例）次世代エネルギー・社会システムにおける標準化

将来を見据えた
全体像を想定

日本企業にとっての
重要システムを特定

日本企業の強み／弱
みを分析し、重要アイ

テムを特定

海外市場の動向/海外
プレイヤーの分析

コモディティ化に抗するための制御技術
のブラックボックス化と市場が自律的に拡
大する基盤を構築するためのオープン化
�国際標準化を見据えた技術開発 等

�知的財産推進計画２０１０（知財本
部）において、「国際標準化特定戦
略分野」として７分野を選定済み。

�スマートグリッド・クラウド・ＬＥＤ・蓄
電池等の分野において、国際標準
化活動を支援中。

Ⅱ－（６）．「ブラックボックス」と「オープン」を合わせた標準化戦略

政策提言 取組状況

� 先端医療分野（ｉＰＳ細胞、ゲノム、先端医療機器）

� 水

� 次世代自動車

� 鉄道

� エネルギーマネジメント

（スマートグリッド、創エネ、省エネ技術、蓄電池）

� コンテンツメディア

（クラウド、３Ｄ、デジタルサイネージ、次世代ブラウザ）

� ロボット
13

国際標準化

優先分野の

着実な実施

米国との連携
～米国NISTとの連携

・米国NIST（国立標準技術研究所）と産業技術総合研究

所で標準共同開発中（２００９．５～）

・日米首脳会談における標準共同開発のための覚書締

結（２００９．１１）

～欧州CENELEC（電気標準化委員会）との情報交換

～ERIA（東アジア・ASEAN経済研究センター）、APEC２０１０を
活用してアジア諸国への展開

�スマートグリッドに関する総合的国際標準化戦略を検討。
�分散型電源関連制御機器、電気自動車用充電インフラ関連機器などの２６の重要ア
イテムを特定。

�日本企業の強みをいかし、海外展開に資する国際標準化ロードマップを策定

国際標準化ロードマップ策定（2010.1）

関連施策検討や技術開発
と国際標準化活動等の一
体的推進
～事業戦略を活かし、研究開発や
実証実験等の施策と連携した

戦略的な標準化の検討

（出所）経済産業省「次世代エネルギー・社会システム協議会」中間とりまとめ

国際標準化特定戦略分野
（H22.5月策定）



・ビジネスモデル確立に向けた制度・環境
整備
�多元的権利処理ｼｽﾃﾑの実証
�国際ｺﾝﾃﾝﾂﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（ｺﾌｪｽﾀ）等の活用
�ｺﾝﾃﾝﾂ海外展開ﾌｧﾝﾄﾞ（仮称）の創設

・コンテンツを活かしたものづくり・サービ
ス（3.5次産業化）

果敢にリスクを取るビジネスへの支援

Ⅱ－（７）．日本が強みとするコンテンツの海外展開支援

�多元型権利処理システムの開発と
実用化に向けた実証実験を実施済
み。

�「第４回JAPAN国際コンテンツフェ
スティバル」を開催し約130万人を
動員。H２３年度も8.6億円を予算計
上。

政策提言 取組状況

コンテンツ海外展開ファンド

市場化されていない知的財産権や、各社が有するノウハウ・人
材などを結集し、グローバル市場における新たな事業の開拓を
行う革新的なビジネスモデルを支援。

官民による出資

クリエイティブ海外展開ファンド（仮称）

例：コンテンツの海外展開力
強化型プロジェクト

（①海外市場狙いのコンテンツ開発、
②日本の原作活用モデル）

人材

（ビジネスプロデューサー等）

中小コンテンツ制作会社等

コンテンツ制作力

クリエイティブ業界内外からノウハウ・人材等を結集し、
海外展開を行う事業への支援

例：異業種連携型プロジェクト

中小コンテンツ制作会社等

コンテンツ制作力

著作権等
人材

（ビジネスプロデューサー等）販路開拓等ノウハウ

大手映画会社等

民間出資

商社・アパレル業界

民間出資

出資
原作者・出版社等 大手映画会社等

産官学に眠るコンテンツ人材
＋資金を結集

コンテンツ海外展開ファンド
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上。

�コンテンツ海外展開ファンド（仮称）
の早期設立を目指し、準備中。

�クリエイティブ産業の強みを生かし
たものづくり・サービスを推進すべく
、クールジャパン室を設置済み（
H22.6月）。

産業の高次化(1.5、2.5、3.5次産業化）
�ＩＴ経営の推進
�組込みソフトウェアの標準化・信頼性向上
�製造・物流、医療・介護、農業等の分野における
データ形式・取扱ルールの標準化 等

�「どこでもMY病院」構想等の実現に
向け、１５億円を予算計上し推進中
（Ｈ22年度補正）。

�書籍デジタル化につき、様々な表
示フォーマットに変換可能なフォー
マットを開発済み。H23年度は運用
ガイドラインを策定予定。

政策提言 取組状況

●医療分野●医療分野

研究機関等

• 疫学研究
• 薬剤研究

メガデータ

【健康保険組合】

レセプト
情報

•匿名化

高い安全性

Ⅱ－（８）ー１．産業（1.5、2.5、3.5次産業化）、社会システムの高次化

（クラウド活用）
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�医療・交通・社会基盤の分野で、ク
ラウドを利活用した社会的課題解
決型新サービス実証事業をH22年
度より実施中。

�車載制御用組込み共通基盤ソフト
ウェアの構築及び機能安全規格へ
の対応を推進中。

�「中小企業ＩＴ経営力大賞２０１１」の
開催などＩＴ経営を推進中。

•匿名IDを利用
して突合

メガデータ
18億件/年【健康管理事業者】

ヘルス
レコード 厳密な

管理環境

橋梁数:６５万
トンネル数:９千

●社会基盤分野●社会基盤分野

【自治体／国交省】

•類似画像等検索技術

•画像処理・音声認識

・同一現象マップ
・社会インフラ管理
（コスト削減）
・防災マップ

●
●

●

●

画像センサ

地図情報

公共情報



社会システムの高次化
�国民主導の電子行政の推進 等

�災害時にも威力を発揮したツイッタ
ーの公共機関アカウント認証の仕
組みを官民連携のもとに構築済み（
既に１３０件が登録済）

�外字問題に対応するための
約５９，０００文字のフォントを整備
済み（H23.5月、β版リリース予定）

Ⅱ－（８）ー２．産業（1.5、2.5、3.5次産業化）、社会システムの高次化

例：国・自治体等を悩ます外字の問題の解決例：国・自治体等を悩ます外字の問題の解決

政策提言 取組状況
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�社会保障・税の共通番号の大綱を
とりまとめ予定（H23.6月）

・システム毎に異なるから、
システム間の照合が手作業！
・システムにない文字の登録
やシステム更新時の手間とコ
ストが大変！

オープンガバメントの一環として取り組んできた、行政機関のソ

ーシャルメディア活用は、東日本大震災においても、国民への情

報伝達手段として有効に機能。

国・自治体等の職員

・イノベーションの促進：大量データを利
活用した新サービス・新産業を創出

・制度整備：「データ」を外部へ／利活用
可能に
�プライバシーに配慮したデータ利活用・流通ルー
ル整備・国際協調、データ外部保存促進のための規
制緩和

・基盤整備：高信頼性、低環境負荷を武
器にイノベーションを支えるプラットフォー

Ⅱ－（９）．基盤となるクラウドコンピューティングの推進

�H22年度8.6億円、H23年度15.8億円
を予算計上。

�以下のような取組も実施。
– コンテナ型データセンタに対する
建築基準法の運用明確化（H23.3
月）

– 匿名化情報の取扱に関するマニ
ュアルの整備に向けて検討中

政策提言 取組状況

器にイノベーションを支えるプラットフォー
ムを確立
�データセンタの国内立地促進（立地支援制度の創
設等）、技術開発・標準化の推進、クラウド時代のユ
ーザ・ベンダの人材育成 等
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構造転換

ュアルの整備に向けて検討中
– クラウドサービス利用のための情
報セキュリティマネジメントガイド
ラインの策定（H23.4月)



�スキル標準に基づく専門職種ごと
のキャリアパスの策定、普及活動を
実施中。

�ＣＢＴ方式による情報処理技術者試
験の実施に向けた体制面の整備及
び受験者等への普及促進活動を実
施中。

Ⅱー（１０）．産学官連携によるグローバル・クラウド時代の人材育成

グローバル・クラウド時代の人材育成
�エレクトロニクス技術開発・標準化拠点整備
�高度ＩＴ人材の育成（情報処理技術者試験、スキル
標準の活用）

政策提言 取組状況

参照モデルとしての共通キャリア
・スキルフレームワーク
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�自立的な産学連携による実践的ＩＴ
教育の拡大に向けた実証事業等の
取組みを実施中。

会津大学 愛媛大学

静岡大学 中央大学

はこだて未来大学

新規講座開設大学新規講座開設大学

NTTデータ TIS

日本IBM NEC

日本ユニシス 日立

富士通

支援企業支援企業


